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国際秩序が揺らぐなか、多国間主義と国際法の遵守を主導す
る

核兵器をなくす日本キャンペーン 自民党 日本維新の会

● ロシア、米国、イスラエルなど
核保有国による武力行使を
憂慮。

● 2022戦略にあるとおり「国際
法に基づく国際秩序を維持・
擁護する」ことを「我が国の国
益」と位置づけ、そのために
「外交力」を発揮せよ。

● NPT、CTBT、核禁条約など、
多国間主義に基づく核軍縮・
不拡散を強化する必要があ
る。

● 2022戦略にあるとおり「軍備
管理・軍縮・不拡散」を「危機
の未然防止」策として位置づ
けよ。

● 国連、国際法に関する記述
無し。

● 軍備管理・軍縮・不拡散に関
する記述無し。

● 「一方的な現状変更」は中国
についてのみ言及。

● トランプ政権について「あらゆ
る取組において米国を最優
先すると宣言するとともに、同
盟国と同志国が米国に頼る
のではなく、米国と共に防衛
力を強化することを求めると
の立場を鮮明にしている」

● 「総合的な国力」の第一は外
交力であり「我が国に望まし
い安全保障環境を能動的に
創出するための力強い外交」
は引き続き重要。

● ロシア、中国を非難しつつ「国
連の集団安全保障体制は機
能し得ない」ゆえに個別的・
集団的自衛権しか「依拠する
ものがない」

● 集団的自衛権行使の全面容
認
日米安保条約の深化（非対
称的双務性から対称的双務
性へ）
日米豪比を中核とする集団
防衛体制の構築
同志国との安全保障ネット
ワーク深化

● 「我が国はNPT体制を堅持
し、NPT体制そのものの崩壊
を防ぐ外交努力が必要」

● DIME（外交、情報、軍事、経
済）



1．核抑止のリスクを直視し「核軍縮は安全保障の手段」と位置
づける

核兵器をなくす日本キャンペーン 自民党 日本維新の会

● 核抑止への依存を減らし、核
兵器を削減する「核軍縮の取
組」を安全保障の手段として
打ち出すべき。

● 「核抑止は安全保障の最終
的な形態でない」ことを認め、
核兵器への依存からの脱却
をめざすことを明記すべきで
ある。

● 核軍縮や軍縮に関する記述
無し。

● 核リスクに関する記述無し。
● 日米両政府で「米国が提供す

る核抑止を中心とした拡大抑
止の信頼性を一層確保すべ
く、日米拡大抑止協議などの
政府間協議を通じ」取り組
む。

● 「唯一の被爆国として長期的
な核軍縮・核廃絶を掲げつ
つ、現実の脅威に対処すべ
く、実効的な核抑止戦略を構
築すべきである」

● 「核抑止を国家戦略の中心に
据える」

● 「我が国の核戦略」は「理想と
しての核廃絶」と「現実として
の核抑止」を両立させる現実
的な安全保障戦略として再構
築されるべき。

● 「日米拡大抑止の実効化」
● 「核・非核統合」
● 「危機時の協議、共同計画及

び核運用に関する意思疎通」



２．「非核三原則の堅持」こそが、日本の安全を守る

核兵器をなくす日本キャンペーン 自民党 日本維新の会

● 日本の安全保障という観点
からも「非核三原則を国是と
して堅持することは今後も揺
るがない」と明記すべき。

● 非核三原則に関する言及無
し。「見直し」の言及もないし
「堅持すべき」との提言もな
い。

● 安保調査会で議題に上らず。
● 一方で「もっと高次の判断、

議論をすべきだ」（大野安保
調査会幹事長、5月25日）

● 2010年の岡田答弁は問題を
「先送り」にしており「より責任
ある対応が求められる」

● 米国が2032年に核巡航ミサ
イルSLCM-Nを配備すること
を念頭に「持たず」「作らず」
は維持しつつ「持ち込ませ
ず」については「現実的検討
を行う」べき。

● 核共有について、制度的・法
的課題や運用構想の「検討を
開始すべき」。NATO型の核
共有とは異なり「海洋戦力を
基盤とした日本型の核抑止
協力」について「中長期的な
研究」を行うべき。

● 「海洋戦略の転換」として「原
子力潜水艦導入」について 16
頁にわたり詳述。



３．「核兵器の非人道性」の普及が、日本への核使用リスクを
下げる

核兵器をなくす日本キャンペーン 自民党 日本維新の会

● 国家安全保障戦略に「核兵
器の非人道性」を明記し、そ
の普及を被爆国としての外交
政策の柱とすべきである。

● 「原爆被害の実相」「核兵器
の非人道性」やその普及に関
する言及無し。

● 「原爆被害の実相」「核兵器
の非人道性」やその普及に関
する言及無し。



４．「東アジアでの軍縮対話」で、日本にとっての核の脅威を削
減する

核兵器をなくす日本キャンペーン 自民党 日本維新の会

● 2022戦略が掲げた中国との
「建設的かつ安定的な関係」
のために、中国との「軍縮対
話」の制度化をめざすべき。

● 朝鮮半島における平和体制
の確立と日朝国交正常化に
向けて取り組むことを明記す
べき。

● 日本は「核兵器のない東アジ
ア」を打ち出し、地域対話を
制度化するために東アジア地
域の多国間対話機構（東アジ
ア版OSCE）の創設をめざす
べき。

● 「同志国とのさらなる連携」と
して「一部の国が嫌がらせや
威圧に直面しても地域全体で
支えることのできる強靱なイ
ンド太平洋地域をつくり、地域
における抑止力を高めてい
く」

● 中国、北朝鮮の懸念すべき
動向に関する記述はあるが、
対話や正常化努力への積極
的な記述は無し。

● 「新たな同盟構想」として、①
自主防衛、②日米同盟、③同
志国連携（日米豪印、豪・英・
比など）、④国連集団安保体
制を掲げる。

● 「外交力強化」掲げるも、対中
国・朝鮮半島の対話外交に
ついて目立った記述は無し。


